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（開会 午後６時００分） 
 

○八木事業推進担当課長 それでは、定刻になりましたので、平成２５年度第１回東京都

周産期医療協議会を開催いたします。先生方におかれましては、お忙しい中、ご出席い

ただきまして、ありがとうございます。 

  私、周産期医療を担当しております事業推進担当課長の八木と申します。議事に入る

までの間、進行を務めさせていただきます。 

  まず初めに、開催に当たりまして、福祉保健局技監、前田よりご挨拶を申し上げます。 

○前田福祉保健局技監 福祉保健局技監の前田でございます。 

  本日は、大変年末のお忙しい中、多数の皆さんにおいでいただきまして、ありがとう

ございます。本日は、この年末近くになった時期ではございますけれども、今年度、最

初の周産期医療協議会でございます。 

  東京都では、ご存じのとおり、２２年の周産期医療協議会におきまして、先生方の貴

重なご意見を賜りまして、２６年度までを計画期間といたします東京都周産期医療体制

整備計画を策定いたしまして、この計画に基づきまして、周産期医療体制の整備を進め

ているというところございます。また、計画策定後も、２３年には、神奈川県との県境、

県域を越えた周産期搬送の試行でございますとか、あるいは２４年度の胎児救急搬送シ

ステムの開始など、重要な案件につきまして、大変いろいろ貴重なご意見を先生方から

賜りながら、周産期医療体制のさらなる強化、充実に努めてまいっているというところ

でございます。 

  周産期医療体制につきましては、この体制の中で整備いたしました「スーパー母体救

命」でございますとか、「周産期搬送コーディネーターによる搬送調整の仕組み」、そし

て、「胎児救急搬送システム」につきましては、先生方の熱いご議論によってできたも

のでございまして、その後の取組を通して定着しつつところでございますけれど、まだ

まださらなる周知徹底と改善が必要でございます。 

  これらの東京都の取組は、周産期医療を担う先生方や関係機関、あるいは団体の皆さ

ん方のご努力に支えられて成り立っているというものでございます。今後とも引き続き

幅広くご議論いただきまして、東京都の周産期医療の推進にご指導、ご協力をいただき

ますようお願いを申し上げます。 

  簡単でございますけれども、私からの挨拶とさせていただきます。よろしくお願いい

たします。 

○八木事業推進担当課長 本日の会議室ですが、皆様の机の上にそれぞれマイクが設置さ

れております。手元のボタンを押していただきますとスイッチが入り、もう一回押して

いただきますとスイッチが切れる仕組みになっております。ご発言いただく際には、お

手数ですが、操作のほうもよろしくお願いいたします。 

  それでは、本日は、新たなメンバーでの第１回目の協議会になりますので、資料１、
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委員名簿に従いまして、委員の皆様をご紹介いたします。次第を１枚おめくりください。

資料１、委員名簿。 

  東京女子医科大学、楠田委員でございます。 

  東京大学の藤井委員でございます。 

  東京都医師会、正木委員でございます。 

  東京産婦人科医会、落合委員でございます。 

  東京都助産師会、石村委員でございますが、若干遅れているようでございます。 

  続きまして、日本重症心身障害学会、倉田委員でございます。 

  日本赤十字社医療センター、杉本委員でございます。 

  杏林大学の岩下委員でございます。 

  日本大学の細野委員でございます。 

  日本医科大学の中井委員でございますが、本日は代理として関口先生にご出席をいた

だいております。 

  続きまして、東京消防庁、竹内委員でございます。 

  特別区保健所長会代表、成田委員でございますが、本日は代理で荒川区保健所の倉橋

委員にご出席いただいております。 

  都保健所長会代表、木村委員でございます。 

  都立大塚病院、瀧川委員でございます。 

  都立多摩総合医療センター、光山委員でございます。 

  失礼しました。順天堂大学の竹田委員でございます。 

  医療政策部長の小林は、本日、欠席となっております。また、医療を受ける側代表の

渡利委員も、本日、ご欠席との連絡をいただいております。 

  産科連絡会代表としまして、日本大学の山本先生にご出席いただいております。 

  新生児連絡会代表といたしまして、昭和大学の板橋先生にご出席いただいております。 

  救命救急部門代表といたしまして、日本大学の丹正先生にご出席いただいております。 

  続きまして、事務局職員を紹介いたします。 

  福祉保健局技監、前田でございます。 

  医療改革推進担当部長の笹井でございます。 

  救急災害医療課長の遠藤でございます。 

  次に、配付資料の確認をいたします。お手元の資料をご確認ください。資料は、資料

１から８までと、参考資料が７点ついております。 

  資料１は、本日の名簿となっております。 

  資料２、本協議会の設置要綱、Ａ３で１枚となっております。 

  資料３－１、３－２、それぞれＡ３で１枚の資料となっております。 

  資料４－１、こちらはＡ３の１枚の資料。資料４－２、こちらはＡ３で３枚の資料と

なっております。 
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  資料５－１、平成２４年度のコーディネーターの実績になりますが、こちらはＡ４で

３枚の資料となっております。資料５－２、こちらは平成２５年度半期分となりますが、

コーディネーターの実績、Ａ４で３枚の資料となっております。 

  資料６－１、こちらは母体救命搬送システムの状況ですが、Ａ４で５枚の資料となっ

ております。資料６－２、こちらもＡ４で５枚の資料となっております。資料６－３、

こちらはＡ４で６枚の資料となっております。 

  資料７、こちらはＡ３で１枚。 

  資料８はＡ４で７枚の資料となっております。 

  続きまして、参考資料でありますが、参考資料１、こちら、東京都周産期母子医療セ

ンターの現況図となっております。参考資料２、こちらは神奈川県の医療施設の配置図

となっております。参考資料３、こちらはコーディネーターシステムの概要となってお

ります。参考資料４、こちらは母体救命搬送システムの概要となっております。参考資

料５は平成２４年度の患者取扱実績、参考資料６は平成２５年度の患者取扱実績、参考

資料７は、昨年度、平成２４年度の第２回の協議会の議事録となっております。 

  資料が多くて申し訳ございません。欠けているものがありましたらお知らせいただき

ますよう、よろしくお願いいたします。 

  この会議の取り扱いですけれども、資料２の設置要綱第８にございますとおり、会議

及び会議に関する資料、議事録は公開となっております。 

  引き続きまして、協議会会長の選任を行いますが、本協議会の会長につきましては、

同じく設置要綱５の１によりまして、委員の互選となっております。これにつきまして

推薦等ありましたら、よろしくお願いいたします。 

○落合委員（東京産婦人科医会） 女子医大の楠田先生に会長をお願いできればと思って

いますが、いかがでございましょうか。 

○八木事業推進担当課長 楠田先生とのご推薦をいただきましたが、いかがでしょうか。 

（拍手） 

○八木事業推進担当課長 ありがとうございます。それでは、楠田先生に会長をお願いい

たします。 

  会長席にお移りください。 

  続きまして、会長の代理を行う会長代理につきまして、同じく要綱第５の３により、

会長にあらかじめ指名をいただくこととなっております。楠田委員、会長からのご挨拶

とあわせて、会長代理のご指名をよろしくお願いいたします。 

○楠田会長（東京女子医科大学） ただいまご指名にあずかりました東京女子医大母子総

合医療センターの楠田でございます。皆さん方のご推薦によりまして、このたび、周産

期医療協議会の会長を務めさせていただきます。 

  私は、この前、岡井会長がやっておられたときに会長代理をさせていただいておりま

したので、そのときの経験も踏まえて、この協議会のほうを運営させていただいたらと
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思います。 

  先ほど、すみません、ちょっとだけお話しさせていただくと、前田技監のほうから、

この東京都の周産期医療のことについて少しコメントがございましたけれども、東京都

というのは、周産期医療では、やはり全国的には先進地区で、全国の周産期医療を引っ

張ってきておられたわけですけれども、この周産期の整備以上にやっぱりハイリスクの

妊婦さん、新生児が増えたので、少し皆さんの記憶から薄くなりつつあるかもしれませ

んけど、平成２０年に妊婦さんが亡くなるということが発生しました。だから、ちょう

ど５年前になりますけれども、それ以来、東京都では、さらにこの周産期医療体制の整

備の加速が行われまして、先ほど技監のほうからご紹介ありましたスーパーだとか、コ

ーディネーターだとか、胎児救急だとか、あるいはＮＩＣＵの長期入院児の対策も進み

まして、さらに周産期医療が充実したと。広域搬送もやり始めたと。ただ、やっぱりい

ろいろまだまだ課題がございますので、ぜひ皆さん方のお力をいただいて、この東京都

の周産期医療をさらに発展させたいというふうに考えておりますので、ぜひよろしくお

願いしたいと思います。 

  それで、会長代理なんですけれども、やはり産科の先生で、杉本先生にぜひお願いし

ようと思いますけれども、どうでしょうか。よろしいでしょうか。 

（拍手） 

○楠田会長（東京女子医科大学） じゃあ、杉本先生、よろしくお願いします。 

○八木事業推進担当課長 それでは、杉本先生、会長代理の席にお移りください。 

  本日の終了予定ですが、おおむね２０時を予定しております。 

  それでは、議事に入らせていただきます。 

  それでは、これからの進行は楠田会長にお願いいたします。会長、よろしくお願いし

ます。 

○楠田会長（東京女子医科大学） それでは、この議事次第に従って進めていきたいと思

います。 

  初めは、協議事項で、県域を越えた周産期搬送体制の構築についてという議題になり

ます。 

  では、事務のほう、説明をよろしくお願いします。 

○八木事業推進担当課長 それでは、県境を越えた周産期搬送体制の試行について、ご説

明をいたします。 

  資料３－１をご覧ください。 

  上の段にあります、これまでの経緯の（２）に記載あるとおり、平成２４年１月３１

日に東京と神奈川県の間で県域を越えた周産期搬送体制の試行を開始しております。 

  試行内容についてなんですけれども、資料を１枚めくっていただきまして、３－２を

ご覧ください。 

  こちら、試行開始をした際のプレスとなっております。柱書きにございますとおり、
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東京都及び神奈川県は、両県内で対応が困難な場合に、相互に受入先の医療機関を選定

し、搬送する体制を構築すると。 

  目的としましては、東京都における周産期搬送体制のさらなる強化、こういったこと

を掲げて始めたものであります。 

  試行の内容につきましては、１にございますとおり、いわゆる上りの搬送だけではな

く、「あわせて」の行になりますけれども、本試行により搬送された妊産婦及び出生し

た新生児については、急性期を過ぎ、居住地のある都内または県内の医療機関へ転院が

可能と判断された場合には、転院先の調整を行うと。いわゆる戻り搬送も検証の対象と

しております。 

  仕組みなんですけれども、こちら、右側のエリアの下の図をご覧いただければと思い

ます。それほど難しいものではないですけれども、神奈川県から東京都への搬送体制に

ついてのものになっております。上にあります神奈川県のほうの産科の施設、ここで、

より高次の医療機関への搬送が必要だということになりました場合には、神奈川県の中

の各ブロックの基幹病院のほうに依頼すると。そこでもだめだった場合には、神奈川県

窓口と書いてある、こちらの基幹病院のほうに連絡すると。そこでも県内を探しても見

つからない場合には、東京都の周産期搬送コーディネーターに連絡し、コーディネータ

ーが都内の病院を探すと、こういった仕組みになっております。戻り搬送につきまして

は、急性期を過ぎて転院可能という場合なんですけれども、逆の流れをたどることとな

っております。 

  左に戻っていただきまして、試行開始日、３のところなんですけれども、平成２４年

１月からということ。また、次の行、おおむね６カ月程度試行し、その後、検証を行い、

結果を踏まえて本格実施というようなことを考えておりました。 

  なおなんですけれども、その他のところにございますとおり、いわゆる母体救命処置

を必要とする妊産婦の搬送、また、新生児の搬送、また、一般通報、これは対象外とい

うことになっております。母体の転院搬送が対象になるというふうな仕組みになってお

ります。 

  資料に戻っていただきまして、資料３－１をご覧ください。 

  これまでの経緯のところなんですけれども、（３）にありますとおり、平成２４年７

月に協議会に中間報告をさせていただいております。このとき、実績が６件ということ

で、検証には至っておりません。また、（４）２４年の２回目の協議会でも中間報告を

させていただきました。このときは１８件となっております。今年度になりまして、２

５年１０月、協議会のほうの部会であります周産期搬送部会で試行継続について協議を

いただいたということ。本日、協議会のほうに案件として上げさせていただいておりま

す。 

  試行の実施状況、その下の段をご覧いただければと思います。平成２４年１月から平

成２５年８月まで、１９カ月間で計２４件、月平均で１．３件、神奈川県から受けてい
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るという状況であります。 

  ちょっと詳しく見ていきますと、取扱実績、テーブルがあるかと思いますけれども、

東京から神奈川へ患者を送った事例、これは０件ということになっております。逆に、

神奈川県から東京へ患者を送られてきた件、こちら、搬送依頼があったのが２４件、実

際にコーディネーターを使って受入に至っているのは、このうち１９件というふうにな

っております。２４件のうち、当該システム、先ほど見ていただきましたシステムに乗

って戻ったのは１件という状況になっております。 

  （２）なんですけれども、依頼元のブロック別の件数、横浜からの依頼が１４件と多

く、東京都のほうの受け手は区中央部、区西南部での受入が６件と多く、神奈川県に近

い地域での受入が多くなっております。 

  右に行きまして、母体の妊娠週数ですが、２２～２３週が１４件、２４～２７週が９

件と、比較的早い妊婦の母体搬送が多くなっているという状況であります。 

  （６）ですが、所要時間をご覧いただければと思います。一つ目のぽちになりますが、

こちら、神奈川県のコーディネーターが搬送依頼を受けてから東京都に依頼をするまで、

自分の県内で探した時間になります。これが平均で１時間１１分。 

  次のぽちなんですけれども、これは神奈川県コーディネーターが東京都のコーディネ

ーターに依頼をして、東京都のコーディネーターが都内の病院を探した時間になります。

こちらが５６分で、平均の照会回数は３回となっております。 

  全体として、三つ目のぽちになりますけれども、神奈川県のこちらが搬送依頼を受け

てから都内の病院に到着するまでの所要時間が３時間３９分、こういった状況となって

おります。 

  続きまして、一番下の囲いになります。試行の検証及び継続についてですが、囲いの

中の左側をご覧いただければと思います。実施状況を簡単にまとめておりまして、①と

しまして、神奈川県から東京への搬送は月平均１．３件、数としては少ないように見え

ますが、搬送部会のほうでは、若い週数の妊婦の搬送が多いので、件数に比べて、東京

都の医療機関の負担は多いんじゃないかと、そういったご意見もいただいております。 

  二つ目としましては、システムを利用した戻りが１件しかなく、当初、想定しており

ました急性期を過ぎた後の戻り、これが進んでいないということがあります。 

  三つ目としましては、東京都から神奈川県への搬送調整が０件ということで、神奈川

県における調整方法の検証ができていないということを記載しております。 

  このような状況を踏まえまして、このままの仕組みで本格実施に移行するのはちょっ

と困難だろうというふうに判断しまして、仕組みを変えた上で試行を継続し、改めて実

施状況を見ながら、本格実施への移行を検討したいというふうに考えております。 

  主な改善点として右側のほうにあります。一つ目は、患者情報の取得についてであり

ます。現行の仕組みですと、東京都の受入先の医療機関が患者情報をとる際に、一度、

神奈川県の基幹病院も経由しているという状況でありました。ただ、これですと、照会
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時間がかかってしまったり、また、伝達ミス等出るんじゃないかということがございま

して、今後は搬送先、東京都の医療機関が搬送元の医療機関に直接電話をするというよ

うなこと、こういったことも可能にするという、そういった仕組みにしていきたいとい

うふうに考えております。 

  二つ目なんですけれども、こちらは、現行ですと、東京都のコーディネーターが３０

分探しても見つからない場合には、神奈川県のほうに連絡をするという仕組みになって

いたんですけれども、先ほど見ていただいたとおり、都のコーディネーターが調整する

平均時間が５６分とありますので、実態に合わせまして、６０分を経過した場合または

選定可能な医療機関全部に当たってもだめだった場合、この場合に連絡をすると、こう

いった仕組みに変えたいと思っています。 

  ③～⑤につきましては、どれも戻り搬送を促進するための仕組みとなっております。

これまで、戻り搬送に関する説明を患者にするか否かというのは、搬送先、また、搬送

元の医療機関の判断に任されていて、決まり事とはなっていなかったんですけれども、

これが戻りが進まない要因の一つだろうということを考えておりまして、搬送の前後で

患者に対して、急性期が過ぎて、医師が転院可能と判断した場合には、戻り搬送の対象

になりますよと、こういったことを患者に対してチラシを配布して周知する。また、医

療機関の先生のほうにもリーフ等を配布して、仕組みを理解していただく。こういった

ことで、戻り搬送につなげていきたいというふうに考えております。 

  試行の時期ですけれども、おおむね１年ぐらいを予定しておりまして、その試行状況

を見まして、改めて本格実施への検証をしたいというふうに考えております。 

  説明は以上になります。 

○楠田会長（東京女子医科大学） ありがとうございます。 

  それでは、この神奈川県との搬送調整ですけれども、ご説明いただきましたように、

件数としては少ないですけれども、かなり重症例が来ていると。一方、東京都から神奈

川のほうには今のところないと。ただ、当初の戻り搬送等に関しては、もう少し改善が

要るだろうということで、今回、この改善案を提出いただきまして、この改善案に従っ

て試行を続けようという、そういうご提案でございます。 

  この東京都の周産期医療体制、こういう搬送に関しては、搬送部会のほうで議論して

いただいて、それを最終的に協議会のほうで承認するという形になっておりますので、

この協議会での承認が終わりましたら、その内容に従って、この神奈川との搬送体制の

調整を試行として続けるということになります。 

  では、この最初の議題について、何かご意見はございますでしょうか。 

○板橋委員（新生児連絡会） ちょっと確認なんですけれども、この２４件、結局、ぎり

ぎりで送って、そこで生まれてしまって、戻れないという可能性も十分あって、必ずし

も戻せる状況ではなかったという可能性をちょっと検証しておくべきだと思います。 

  それと、主に母体のことですが、逆に、東京都で生まれてしまったケースのベビーの
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戻り搬送のことは、余り議論にここではならないと思うんですけれども、その件につい

てもやっぱりあわせて評価しないと、ちょっと片手落ちかなというふうに思うんですが、

いかがでしょうか。 

○八木事業推進担当課長 ご質問ありがとうございます。 

  この資料をまとめるに当たりまして、都内の周産期医療センターに調査のほうをまか

せていただいております。確かに、お母さんの状態が安定しない、また、生まれた新生

児の状態が安定しないので、搬送が困難だということで、都内の病院にしばらくいたと

いう事例もございます。 

  ただ、詳細、詳しく追ってはいないですけれども、本人希望によって、搬送された病

院のケアがとても手厚いので、ここで産みたいという、その本人の希望によって入院が

長くなったという、そういった事例もございます。状況としては、そういった状況であ

ります。 

  もう一つ、ご指摘いただきました生まれた新生児の搬送、これについても、このシス

テムの対象とはなっております。なかなか現実問題として難しいところはあるかと思い

ますけれども、システムの対象とはなっておりますので、医学的に戻せるということに

なれば、東京都の周産期コーディネーターに連絡をいただければ、周産期コーディネー

ターが神奈川県と調整をして搬送先を探すという、そういったことで運用をしていきた

いと思っています。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 部会の会長、杉本先生、よろしくお願いします。 

○杉本会長代理（日赤医療センター） 搬送部会で検討させていただいた内容では、２４

件の中で、母体が安定して搬送が可能になった症例は非常に少なくて、やはり出産を終

わって、新生児が残って、新生児を戻すということが問題になった症例がございます。

ですから、恐らく戻り搬送は新生児搬送が主体になるのではないかというふうに理解し

ております。そのとき、一つ、まだ解決すべき問題として、搬送の交通手段ですね。救

急隊は、救急事例ではないので、搬送に、そこに従事することはできないという建前が

ございますので、病院のドクターカー、両方の施設でどちらかが持っていれば、それが

使えるということでありますけど、両方の施設がない場合に、患者負担というようなこ

とも起きておりますので、この交通手段と、それに係る負担がかかった場合に、どのよ

うに公的に補助ができるかということを、今後、少し詰めていく必要があろうかという

ふうに思っております。 

  以上です。 

○楠田会長（東京女子医科大学） やはり生まれた新生児が状態が安定したから、また、

神奈川県というのは、現実にはなかなかいろんな社会的な要因もあって、進んでいない

というのが現状です。この改善点の中に一つ、やっぱり変えていただくことを、ある程

度、家族の方にも前もって理解していただいたほうがいいかもしれないということで、

そういう周知をするようなことも改善点の中には含まれておりますけれども、現実には



－9－ 

なかなか進んでいないのが状況だと思います。 

  ほかは、ご意見はどうでしょうか。 

○八木事業推進担当課長 一つ、補足させていただきます。杉本先生からご指摘いただき

ました戻り搬送の手段、費用負担の件なんですけれども、神奈川県、今の現状ですと、

神奈川県から東京都に送っている件数が２４件ということで、引き取りについても、神

奈川県のほうで引き取ってほしいということを考えておりまして、神奈川県の行政のほ

うの仕組みとしましても、神奈川県内の病院が自分のところの病院救急車を使って東京

都に戻り搬送を行った場合、その費用の一部について負担をするという、そういった補

助制度はあると聞いております。ただ、仕組みが補助ですので、手続が煩雑であったり、

また、ちょっと再生基金という事業を使っている関係で、地域限定になってしまってい

るということがありますので、そのあたりが課題じゃないかということで、神奈川県の

ほうには、もうちょっと使いやすいものにしてほしいということを話をしていきたいと

考えております。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 戻り搬送というのはなかなか大きな問題で、実は、中

医協の中にもテーマとしては出ておりまして、戻り搬送も医療の一部というような認識

になれば、非常に我々としても助かるという、そういう状況だとは思います。ちょうど

中医協のほうの議論は、どうなるかはちょっと我々としては読めないので、それを見守

るという状況だと思います。 

  ほかはどうでしょうか。 

○落合委員（東京産婦人科医会） 確認なんですけど、この２４件は、全て神奈川県の救

急隊によって搬送されているんでしょうか。東京都の救急隊が要請されたということは

ないんでしょうか。 

○事務局 東京都の救急隊はないと思います。ただ、ちょっと消防に確認ができなかった

案件がございましたので、そちら、もしかしたら病院の救急車を使われている可能性が

ある案件が数件ございました。 

○楠田会長（東京女子医科大学） これは東京都で受入が決まっていれば、基本的には神

奈川県の救急隊が運んでくれるはずなんですけれども、その県と都の境で何か乗りかえ

ないといけないというようなことは、本当は発生していないというふうには思うんです

けれども、その辺はどうですかね。消防庁の方、何かコメントはございますでしょうか。 

○竹内委員（東京消防庁） 神奈川県で運んできて、じゃあ東京で乗せかえるなんていう

ことはないと思います。基本的に、先ほども杉本先生がおっしゃったとおり、これ、東

京の場合、救急の対象ではないということなので、我々のほうからこういったところで

神奈川県に搬送するということはないであろうというふうに思っておりますけれども、

かなりふだんの救急活動でも、実際、神奈川県の病院に搬送することは、東京の近接し

たところまでは運んでいます。例えば横浜だとか、もうあっちのほうまで運ぶことはほ

とんどないです、原則としてはございませんので。 
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  私からのコメントは以上でございます。 

○楠田会長（東京女子医科大学） これ、たしか小田原かどこか、一つあったよね。小田

原はどういう救急車で来たかはわかりますか。 

○八木事業推進担当課長 小田原から来た件数は、実は小田原から来たのは２件ございま

して、多分神奈川県の救急車で来ているというふうに思います。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 向こうが運んでくるんですね。 

  ほか、ご意見ございますか。 

○丹正委員（救急救命部門） ついでにちょっとお聞きしたいんですが、今、事例はない

んですけれども、これが神奈川県から、例えば神奈川県に行った場合に、その戻り搬送

をもし行うといった場合には、これは東京都の補助というのは何かあるんですか。 

○八木事業推進担当課長 ございません。今、仕組みとしてはございません。 

○岩下委員（杏林大学） 主な改善案で、東京都に考えていただいたところはありますけ

れども、この中の④ですか、「患者さんの理解を深めるために、仕組みを案内するチラ

シを作成し」とありますけれども、これはどこの総合周産期センターもそうなんですけ

ど、１回搬送を広域でなくても、東京都で受けても、戻るというお約束をしても、大体

の方は戻らないですね。同じ問題がやはり広域搬送でも起こっていると考えて、こうい

うチラシをつくる場合に、どこまでその強制力があるのか。実際に入院している患者さ

んを週数になったから戻ってくださいといったとき、患者さんが、いや、ここで産みた

いと言った場合に、病院側としてはそれ以上強く言えないと思うんですが、その辺は東

京都はどういうふうに考えていますか。 

○八木事業推進担当課長 やはり強制的に転院するということはできない、強制はできな

いというふうに考えています。この仕組みについては、神奈川県のほうの周産期協議会

のほうでも諮っておりまして、大筋了解いただいているんですけれども、先生ご指摘い

ただいたように、患者さんにわかりやすいもの、また、医療機関のほうで周知しやすい

ものとするようにということで、作成に当たっては、医療機関の先生方のご意見等伺い

ながら、神奈川県とも調整して作成をしていきたいと考えております。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 神奈川県立こども医療センターはＮＩＣＵが足らない

ので、何かもう７割～８割くらいはバックトランスファーしているそうですね。だから、

そういうのがある程度普及すればいいんでしょうけど、なかなかちょっとそこまで行く

のは難しいとは思いますけれども。 

○岩下委員（杏林大学） これは搬送依頼元は周産期センターでなくて、一般病院なんで

すかね。 

○楠田会長（東京女子医科大学） それはデータとしてはどうでしたですかね。 

○八木事業推進担当課長 両方のケースがございます。 

○岩下委員（杏林大学） どっちがどのぐらいかわかりますか。 

○八木事業推進担当課長 少しお時間をください。 
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○板橋委員（新生児連絡会） 先ほどの神奈川のバックトランスファーの事例は、ちょう

ど２２週の双子だったんですけれども、そのケースは、いわゆる一般病院に戻っていた

だいたと思うんですが、重症だったので、結局、半年くらいはずっとＮＩＣＵの中にい

たように思います。 

○事務局 先ほどのご質問、ちょっとこちらの補足でご説明いたしますと、先ほどの２４

件のうち、大体３分の１から半分ぐらい、周産期センターから、今、確認が正確にでき

ないんですが、それぐらいが主に神奈川県の周産期センターからの搬送という形になっ

ております。ただ、それも、そちらで初めから管理しているケースもあれば、神奈川の

一次施設から周産期センターに運ばれた上で、再度の転送ということでの依頼というケ

ースもございます。 

○杉本会長代理（日赤医療センター） 実際にあった事例で、神奈川の受入の周産期セン

ターがバックトランスファーの場合にあったんですけれども、患者さんのご自宅が、そ

この距離がかなりあるセンターで、むしろご自宅は川崎に近かったので、これは医療セ

ンターの事例なんですけれども、医療センターのほうが交通の便がいいというようなこ

とで、バックトランスファーしないで、そのまま残ったというような事例もございまし

たので、先ほど患者さんの希望ということがございましたけれども、そういう患者さん

のご都合もあわせてご希望された場合に移ることは実質的に可能となると、そういうふ

うに理解されてよろしいと思います。 

○楠田会長（東京女子医科大学） ほかにご意見どうでしょうか。 

  もしご意見がございませんようでしたら、一応この改善策をある程度提案しまして、

このまま試行を続けると。また、試行を１年間やって、その検証に従って、本格実施を

まず搬送部会で協議していただいて、それで、最終的にはまたこの協議会で判断すると

いう予定になりますけれども、それでよろしいでしょうか。 

（了承） 

○楠田会長（東京女子医科大学） それでは、ご承認いただきましたので、この案件につ

いては協議会として承認ということにさせていただきます。 

  続きまして、報告事項が並んでおりますけれども、まず、周産期搬送部会の報告のほ

うをお願いしたいと思います。 

○事務局（道傳） それでは、報告事項（１）搬送部会の報告としまして、まず初めに、

胎児救急搬送システムについてご説明いたします。 

  私は、救急災害医療課で周産期医療担当係長をしております、道傳と申します。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

  それでは、資料４－１をご覧ください。 

  胎児救急搬送システムにつきましては、平成２３年度から２４年度、２年にわたりま

して、周産期搬送部会やワーキンググループでの検討を経て、本協議会でご議論いただ

きまして、平成２５年３月２７日からシステムを開始しております。このシステムの概
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要と実績を把握するための調査につきまして、ご報告を順にさせていただきたいと思い

ます。 

  まず、概要の左上、目的でございます。こちらは生命に危険が生じている胎児の救命

を図るとともに、児の予後を向上させるため、速やかに母体を搬送し、急速遂娩を実施

することを目的としております。 

  すみません、先生方には既にご承知のことかとは思いますが、確認の意味も含めて、

概要のほうも、再度、ご説明させていただきます。 

  対象ですけれども、産科施設等において、胎児の生命に危険が生じている可能性があ

り、速やかに母体搬送及び急速遂娩を必要と判断した場合で、①常位胎盤早期剥離及び

その疑いがある場合、②早産期に胎児機能不全の兆候がある場合を対象としております。 

  ①、②に該当する場合でも、母体救命を必要とする状況で、都のもう一つのシステム

であります母体救命搬送システムの対象となるような症例や、産科施設等で分娩を実施

し、その後に新生児搬送をするような場合は、本システムの対象外となります。 

  本システムの要点は、左下にございます総合周産期センターの役割でございます。総

合周産期センターは、「胎児救急」として搬送受入の要請を受けた場合、他の緊急疾患

等の対応により、緊急帝王切開等急速遂娩が実施できない場合を除いて、原則として受

け入れて、必要な処置を行うこととしております。 

  ここで、ちょっと参考資料３、後ろのほうになりますが、ご覧いただけますでしょう

か。 

  こちらは、周産期搬送コーディネーターの概要ということで、こちらも、先ほどご説

明がありましたように、平成２１年８月末から開始しているシステムでございますけれ

ども、右側の中段にございますように、都内を八つのブロックに分けて、現在、搬送先

調整担当の総合周産期センターを中心に、ブロック内の母体・新生児搬送の要請に対し

まして、自院での受入とブロック内調整の役割をお願いしているところですが、これに

加えて、コーディネーターを配置しまして、都全域の調整を行っているところでござい

ます。この仕組みも活用しながら、胎児救急の仕組みが今できているというところでご

ざいます。 

  もう一度、資料４－１にお戻りください。 

  まず、右側の搬送の流れでございますが、初めに、産科施設等において胎児救急が発

生した場合、①でブロックの搬送先調整担当の総合周産期センターに依頼を行い、原則

として搬送受入となります。このとき、ブロック総合よりも直近の周産期センターがあ

る場合には、続けて②の流れで依頼を行うという流れになっております。 

  なお、多摩地域やブロック内に総合周産期センターがない区東北部のようなブロック

などでは、その地域の事情を考慮しまして、①よりも②の直近依頼をブロック総合に優

先して行うことも可としております。 

  ブロック総合が、他の患者の対応など例外の理由によりまして受入ができないという



－13－ 

場合には、④にありますように、周産期搬送コーディネーターにブロック内外の調整を

依頼するか、みずからブロック内調整を行うことにより、受入病院を選定いたします。 

  これまでの実績なんですけれども、周産期センターとミドルリスクに対応する周産期

連携病院からの毎月の報告によりますと、制度開始の２５年３月から９月末までの半年

間で、要請件数が２９件、受入件数が２６件でございました。平均しますと、受入が月

４．３件となっております。このうち、受入ができなかった３件につきましては、周産

期コーディネーターを通じまして、直ちにほかの病院での受入が決まっております。 

  この各施設からの報告なんですけれども、受入状況はわかるものの、要請疾患名や母

児の転帰、受入ができなかった理由などが把握できないということ、また、対象とする

症例や病院の対応が、システムのルールに基づき運用されていたかどうかといった実態

までは把握できない報告となっております。 

  そこで、１枚おめくりいただきまして、資料４－２をご覧いただけますでしょうか。 

  こちら、既に１１月２９日に各周産期センター、周産期連携病院に対しまして依頼を

させていただいておりますが、胎児救急搬送システムに係る調査を実施させていただい

ております。 

  この調査の方法と内容なんですけれども、１の（１）のところで、個票による調査を

実施しまして、①にありますような胎児救急搬送システムで搬送された事例、また、②

胎児救急システムを利用しなかったが、事後に胎児救急に相当するものと判断した事例、

そして、③胎児救急対象事例ではあるが、自院で分娩し、新生児搬送となった事例を対

象に１件別の調査を実施しております。 

  また、右の（２）にございますが、アンケート調査を実施しまして、各施設の胎児救

急の対応状況やご意見等を伺いたいと考えております。 

  １枚おめくりいただきまして、調査の個票となっております。様式１の上段が要請時

の状況、下段に受入後の状況をご回答いただきまして、時間経過と母児の状況や転帰な

どについてご回答をいただきたいと思っております。 

  また、１枚おめくりいただきまして、３枚目が施設ごとのアンケートとなっておりま

す。システムについてのご意見とともに、受け入れた施設につきましては、調整に関す

る感想や気づいた点を聞く内容となっております。 

  本調査の結果ですけれども、次回の周産期搬送部会において検討を行う予定です。 

  説明は以上です。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 胎児救急搬送システムで、今年の３月から開始された

システムですので、比較的まだ新しいシステムですけれども、今その報告がございまし

たけれども、何かご意見はございますでしょうか。 

○岩下委員（杏林大学） これは道傳さんに前に申し上げましたですよね。ちょっと我々

の杏林であった事例で、いきなり胎児救急という宣言をされて、送られてきたんですけ

れども、当然すぐに帝王切開と思って、午前中でしたので、手術室、稼働しているとこ
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ろを全部ストップしていただいて、それで備えていて、本人が大分遅れてきたんですけ

れども、来たところが胎児機能不全、すぐに帝王切開するような状態でなくて、後から

帝王切開したんですが、そのときには、ちょっと院内で麻酔科、ほかの科から物すごい

クレームが来て、ということから、一つ言えることは、このシステムで本当にすぐに胎

児を娩出しなきゃいけない状態なのかどうか、判断は搬送元の判断によりますので、そ

れを徹底していただきたいということが１点と、あと、この主な疾患で、常位胎盤早期

剥離が挙がっていますけれども、これは中井先生のデータですか、出ていますけれども、

該当施設で帝王切開してから児を搬送したほうが予後はいいというデータが出ている。

特に多摩地区はうちと多摩総合しかありませんので、多摩総合のほうで新生児搬送を実

際にやっていますし、当該施設のほうに新生児を迎えにいって、新生児の蘇生を行って

いますので、そういうこともちょっと加味していただきたいというのが私の意見です。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 事務局、何かありますか。 

○八木事業推進担当課長 ご意見ありがとうございます。この調査開始しようというのも、

先生からご意見いただいたものも含めて、実態を把握したいということがございます。 

  もう一つは、児を出してから搬送したほうが予後がいいんじゃないかというようなこ

と、これも区のブロック会議に参加させていただいたときにちょっと話題になったんで

すけれども、東京都としましても、母体搬送を原則とする、そういう扱いという、そう

いった取り決めではなく、あくまでも、ちょっと責任転嫁になってしまうかもしれない

んですけれども、その児の状況、先生のご判断に応じて、よりよい方法を選んでいただ

くということ、原則として母体搬送を推奨する、そういったものではございませんとい

うことを考えております。 

  この件については、制度の周知とあわせて、Ｑ＆Ａみたいな形で、よくご質問をいた

だくものについて、簡単なペーパーをつくりまして、１１月末だったかと思うんですけ

れども、各周産期センター、連携病院のほうに周知をさせていただいておりますので、

またこういったご意見をいただければ、Ｑ＆Ａの更新なんかも考えていきたいと思って

おります。ありがとうございます。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 今年３月から始まったところなので、十分まだ周知が

できていないところもありますし、それから岩下委員が言われたように、オーバートリ

アージが当然ありますけど、逆に、結果、胎児救急だったという、アンダートリアージ

も多分あると思いますので、その辺を、今、調査していただいて、分析したいと考えて

おりますけれども。 

○杉本会長代理（日赤医療センター） 搬送部会での議論を踏まえてのコメントでありま

すけれども、最初のこのシステムを考える、でき上がるときの一番の目標は、発症して

から１時間以内に子供を出そうということが、一応システムの最も大きな狙いでした。

ですから、到着までに３０分、これはブロック内でないと難しいだろうということで、

ブロックの総合がそれを責任を持って受けるというのがまず１点。それから、各施設で
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大体３０分以内に子供を出せる体制というのがあるというのが、周産期センターとして

はほぼ合意ができておりますので、こうした母体搬送の場合に、地域のブロックが責任

を持って受けて、帝切で出すということでありますけれども、新生児として搬送をした

場合に、もっと早くできるというときは、もちろんそれでよろしいかと思いますが、た

だ、東京都の新生児搬送、しかも迎えにいって搬送ができるのは、これ、多摩地区しか

ございません。ですから、多摩においては、この新生児搬送のシステムを主眼として搬

送していただいて結構です。システムそのものをよく読んでいただきますと、そういう

原則として確認をされて書かれておりますので、区部と多摩で少し状況が違うので、そ

れを踏まえた上での体制であるということで、そのこともよく読んでいただきますと書

かれておりますので、ご確認いただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○事務局（道傳） わかりました。ありがとうございます。 

○楠田会長（東京女子医科大学） ほか。 

○山本委員（産科連絡会） 日大の山本ですけれども、私も、娩出してから搬送したほう

がよいか、常位胎盤早期剥離の場合ですけど、考えていたのですけれども、その疑いが

あるというふうなことで搬送されて、結果的には、このシステムになったために、非常

に児の予後が改善されたような症例もありますので、実際にはその疑いといって搬送さ

れてきて、帝王切開したときにはもう胎盤は５０％以上はがれていて、何とか児は予後

がよかったというような症例もありましたので、このアンケートをとっていただいて、

どのような結果になっているかというのを知ることも大事ではないかなと思います。 

○楠田会長（東京女子医科大学） アンケートの締め切りが２４日で、ぜひ先生方の施設

も行っていると思いますけれども、まだ集まりはどうなんですか、もう一つですかね。 

○事務局 少しずついただいているところなんですけれども、まとまり次第、こちらも早

急に取りまとめて、部会のほうにはお諮りしたいと思っております。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 重要なアンケートで、このシステムをいかにこれから

発展させるかということにかかわる大きなデータを提供してくれると思いますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。 

  それから、新生児搬送か、母体搬送か、これはなかなか難しい問題で、中井先生のデ

ータも、その新生児搬送がよかったというところまでは多分言っていなかったと思うん

ですけど、やっぱり子供の予後と、それからお母さんの予後もありますので、我々、新

生児を扱うほうも、かなりこれは難しい問題だとは思います。 

  ほか、何かご意見はございますでしょうか。 

○杉本会長代理（日赤医療センター） オーバートリアージのことに関しましては、やは

りスーパー母体救命でも、最初はかなりオーバートリアージの症例はありましたけれど

も、ある程度、学習効果といいますか、送る側の意識も高まって、徐々に減ってきてい

るような現状もございます。ですから、今回、今の調査をやはりよく検討した上で、一

次医療機関の診断レベルをそれなりに向上させるきっかけになればいいのではないかと
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いうふうに思います。この点で、落合先生のほうで何かコメントがあればいただきたい

と思います。 

○落合委員（東京産婦人科医会） いろいろな機会を通じて、一次機関のレベルといいま

しょうか、そういうのをまた上げるような努力を医会としてもしていきたいというふう

に思っております。ありがとうございます。 

○藤井委員（東京大学） オーバートリアージの問題は、ただ、この施設によって対応能

力がもう全然違いますので、余り厳しく言うと、多少のオーバートリアージは目をつぶ

る制度でいくしかないのではないかと思います。アンダートリアージの規制はいいんで

すけど、余りオーバートリアージを規制するような方向には動いてはいけないんじゃな

いかと思います。 

○楠田会長（東京女子医科大学） この後、母体救命の報告もありますけど、本当にぴっ

たりはまってしまうと、多分必要なものが抜けてしまいますので、多少のオーバートリ

アージやこういうものは必ず含まれるんだというふうには思います。 

  ほか、ご意見よろしいですか。 

  じゃあ、もしないようでしたら、また後で戻っていただいても構いませんので、次は

搬送コーディネーターの実績のほうをお願いします。 

○事務局 それでは、資料５－１をご覧ください。コーディネーター実績につきまして、

ポイントを中心にご説明いたします。 

  まず、１ページの１、取扱件数でございます。平成２４年度、１年間の実績となって

おりますが、取扱件数が一般通報２０７件、転院搬送３８３件、あわせて５９０件で、

１日平均１．６２件となっております。２３年度の１日平均が１．１４件であったこと

と比べますと、大体４２％増加しておりまして、特に転院搬送が大幅に増加しておりま

す。 

  ２、３は省略いたしまして、１ページおめくりください。 

  ４、ブロック別依頼件数及び受入件数の転院搬送でございます。こちらは、依頼は多

摩からが多く、受入については、中央部、区西部、区西北部、区西南部で多く受け入れ

ていただいております。 

  その他の８件ですけれども、こちらは分娩進行等によりまして、依頼がキャンセルと

なったものです。 

  他県への搬送は、千葉県、神奈川県に１件ずつで、両方とも搬送元の医療施設からの

選定となっております。 

  ５の一般通報につきましては、転院搬送と異なりまして、大体どのブロックもある程

度の数、ブロック内で受け入れていただいているという様子がうかがえます。 

  なお、他県の６件ですけれども、救急隊による選定がほとんどでして、その内訳は、

千葉３件、埼玉２件、神奈川１件という状況でございます。 

  ６番、受入施設種別ですけれども、どの施設区分でも２３年度比で増加しております
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が、特に総合周産期センターが、昨年度、２４２件から３２３件に、周産期連携病院が、

昨年度、１９件から８４件と、大幅に増加しております。 

  続きまして、７番、患者種別ですけれども、ほとんどが母体搬送となっております。

母児両方の３９例につきましては、主に自宅や救急車内での墜落分娩による母児搬送の

ケースでございます。 

  次に、８番を飛ばしまして、９番の妊娠週数なんですけれども、分娩数の多い正期産

ではなく、大体２８～３３週がピークとなっております。 

  １ページおめくりいただけますでしょうか。 

  続いて、１１番の転院搬送理由ですけれども、切迫早産と前期破水が約７割を占めて

おります。 

  １２のＦＡＸの有無なんですけれども、コーディネーターの選定依頼時に搬送元の医

療機関からコーディネーター宛にＦＡＸを送っていただくルールとなっておりますけれ

ども、こちら、ＦＡＸの送付なしの割合が２０％ということで、年々、減少傾向にあり、

一次施設からのご協力をいただいている状況でございます。 

  続きまして、５ページ、１３番、一般通報の初診時診断名ですけれども、墜落分娩が

１８％と多く、次いで切迫早産、陣痛の発来という状況でございます。 

  １４番のかかりつけ対応不可理由ですけれども、妊婦健診未受診が３１％ほどござい

ましたが、こちらも、年々、減少傾向にございます。 

  続きまして、資料５－２をご覧ください。こちらについては、平成２５年度の４月～

９月までの６カ月間の実績でございます。２４年度と比較して、特徴のある項目を中心

にご説明いたします。 

  １番の取扱件数ですが、１日平均１．８件ということで、２４年度の１．６２件と比

べましても増加しております。 

  続いて、少し飛びまして、３ページをご覧ください。９番の妊娠週数ですけれども、

こちらも傾向は２４年度と同様の傾向でございますが、２４～２７週の転院搬送が、前

年度と比較して約１．４倍増えているということで、比較的早い週数が増えている傾向

がございます。 

  続いて、１ページ飛ばしまして、５ページをご覧ください。こちら、１４番のかかり

つけ対応不可理由ですけれども、先ほど、妊婦健診未受診がございましたが、２５年度

上半期は２４％ということで、さらに割合は減っております。そのかわり、遠方という

理由での一般通報が、前年度が２５％だったんですけれども、今回、３０％ということ

で、若干増えているという傾向がございます。 

  コーディネーター実績につきましては、説明は以上です。 

○楠田会長（東京女子医科大学） それでは、コーディネーターの実績報告ですけれども、

ご意見はございますでしょうか。こちらのほうは、既に３年程度、もう実績がありまし

て、毎年、コーディネーターのほうで搬送先が決定する件数も増えてきているというこ
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とで、順調に運営されているという、そういう状況です。 

  ご意見はございますでしょうか。 

○岩下委員（杏林大学） 受入の前に、その依頼があってから受入先決定するまで、どの

ぐらいの時間がかかっているのかはわかりますか。 

○八木事業推進担当課長 少々お待ちください。すぐ出ます。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 今日はコーディネーターの方は来ていただいているん

ですね。 

○八木事業推進担当課長 ご質問の件なんですけれども、依頼からの所要時間ですが、転

院搬送につきましては、２５年度のこの上半期の実績で言いますと、大体３９．５分、

搬送先決定までかかっております。中央値が３０分ぐらいということで、若干長い事例

に引きずられて平均が長くなっておりますが、主に３０分前後で選定となっております。 

  また、一般通報につきましては、覚知からの所要時間なんですけれども、搬送先決定

までが４７．１分ということでございます。 

○楠田会長（東京女子医科大学） ほか、ご意見はどうでしょうか。 

  順調にコーディネーター制度は運営されているというふうに思いますけれども、コー

ディネーターの方のご努力の結果が数値にもあらわれておりまして、多分周産期センタ

ーの先生方が何度も何度も電話をしないといけないというような事態は、かなりここ数

年で減ったのではないかというふうに考えております。 

  よろしいですか、コーディネーター制度は。 

  では、引き続き、コーディネーターのほうの事業も順調に進んでおりますので、また

実績のほう、報告をしていただきたいと思います。 

  続きまして、母体救命搬送のほうの報告をお願いします。 

○事務局 それでは、資料６－１をご覧ください。 

  この前に、一応参考資料４をご覧いただけますでしょうか。こちらが、東京都母体搬

送システムの概要となっております。ちょっと念のためということで、簡単にご説明さ

せていただきますが、緊急に母体救命処置を必要とする妊婦等を都内４カ所のスーパー

総合周産期センターで必ず受け入れるというシステムとなっております。４カ所の病院

は、右上にございますように、昭和大学病院、日赤医療センター、日大医学部附属板橋

病院、都立多摩・小児総合医療センターの４病院でございます。 

  具体的には、右下にあります対象症例表に該当する疾患で、緊急に母体救命処置を必

要とする妊婦褥婦につきまして、左下の流れにより搬送先を選定いたします。 

  転院搬送と一般通報で流れが若干異なりますけれども、直近の救急医療機関に当たり

つつ、最終的にはスーパー総合周産期センターで受け入れる仕組みとなっておりまして、

できる限り、近いところで受入先を見つけるような流れとなっております。 

  それでは、資料６－１にお戻りください。 

  こちらですが、平成２１年３月２５日の制度開始から２５年３月３１日までの実績と
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なっております。合計２７４件ございました。 

  まず、１番、搬送の種類でございますが、これまで、平成２１年度以降、年間５１件、

６６件、６２件と、年間６０件前後、月平均５件前後で推移していたんですけれども、

２４年度は９５件ということで、月平均７．９件となっております。搬送の種類としま

しては、一般通報、転院搬送とも、４分の３以上が直近の病院に搬送されている状況で

ございます。 

  ２の病院の種類ですけれども、平成２２年度以降は、全体の５割以上がスーパー総合

周産期センターで受け入れていただいている状況です。 

  続いて、１ページおめくりいただきまして、３番の月別の状況ですけれども、こちら

から５番の時間別については、ちょっと省略をさせていただきまして、４ページの母の

重症度をご覧ください。 

  年度別に見ますと、重症、重篤の全体に占める割合は、どの年度も大体７割というこ

とで、大きく変化はしておりませんが、内訳を見ますと、平成２１年と２２年度は重篤

の事例が多くなっておりますが、２３年度以降は、重篤よりも重症の事例が多いという

状況となっております。 

  それから、一般通報と転院搬送を比較しますと、重症、重篤は、転院搬送の割合が多

く、重症度が軽くなるにしたがって、一般通報の割合が増える傾向が、特に平成２３年

度以降、はっきりしております。 

  続いて、８番のブロック別搬送元及び搬送先ですけれども、スーパー総合周産期セン

ターがあります区西南部、区西北部、多摩地域、また、墨東病院のあります区東部地域

の件数が多くなっております。 

  ９番の週数ですが、こちらは産褥搬送が非常に多くなっているという状況です。 

  １ページおめくりいただきまして、１０、母の年齢でございます。各年度とも３０歳

代が最も多い状況となっておりまして、累計の３５歳以上の高年齢層の割合は４１％と

なっております。その下の重症度別の割合を見ますと、年齢が高いほうが重篤、重症の

事例の割合が高い傾向にあります。 

  続いて、１１、母の転帰ですが、退院が最も多くなっておりまして、８割を超えてい

る状況ですけれども、重篤のうち１６例、６％が残念ながらお亡くなりになっておりま

す。昨年の協議会で報告した２４年１０月以降の母体死亡は５例ございまして、その内

訳は、肺塞栓及びその疑いが各１例、自殺が１例、吸引分娩後の心肺停止が１例、原因

不明の心肺停止１例ということで、５例とも受入病院の到着時には心肺停止という状況

でございました。 

  なお、部会での検討においては、５例とも受入先は速やかに決定しておりまして、搬

送時間も全体としては４０分程度で搬送されているということで、システムとしては、

おおむね問題はないのではないかというふうなご意見をいただいております。 

  次に、１２の児の転帰でございますが、産褥搬送が多いということから、児も健康と
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いう事例が多くなっております。一方で、２２週以降の胎児死亡事例が３０例ございま

した。 

  続いて、１３番、スーパー母体救命対象症例別疾患の診断後の状況ですけれども、傾

向はこれまでと変わらずということで、出血性ショック、産科ＤＩＣが多いという状況

です。 

  最後に、９ページの１６番、搬送の平均時間と病院選定平均時間でございますが、折

れ線グラフが選定時間、棒グラフが覚知～病着までの時間の積み上げとなっております。

２４年度実績につきましては、一般通報、転院搬送ともに、選定時間の平均は前年度比

で少し長くなっておりますが、覚知～病着までの搬送時間はどちらも短縮しているとい

う状況でございます。 

  続きまして、資料６－２をご覧ください。 

  こちらは、母体救命搬送システムによる搬送事例の状況につきまして、平成２５年度

の４月から９月までの半年間の実績となっております。合計５８件の事例がございまし

て、平均すると一月当たり９．６件という状況です。昨年度と比べても増えているとい

う状況です。 

  先ほどの資料６－１と比べまして、特徴的な項目を抜粋してご説明いたします。 

  １の搬送の種類ですけれども、転院搬送が３７件（６４％）、一般通報が２１件（３

６％）となっておりまして、転院搬送が多い状況は変わっておりません。一般通報、転

院搬送ともに８割以上が直近の病院に搬送されております。 

  ２番の病院の種類から、６ページの１０、母の年齢までは同様の傾向ですので、説明

のほうは省略をさせていただきます。 

  ７ページの１１番、母の転帰をご覧ください。こちらも退院がほとんどとなっており

ますけれども、２例、母体死亡がございました。内容としましては、弛緩出血、産道裂

傷、出血性ショック、ＤＩＣ、くも膜下出血疑いというのが１例、くも膜下出血に脳動

脈瘤破裂が１例となっております。この２につきましても、部会でご検討いただいた際、

病院選定や搬送という面につきましては、システム的には問題はなかったとのご意見を

いただいております。 

  続いて、１２番の児の転帰ですけれども、こちらも産褥搬送が多いという状況は変わ

っておりません。そのかわり、子宮外妊娠が２例、流産などによる２２週未満の死亡が

１１例、２２週以降の胎児死亡事例が１例ということで、若干２２週未満の死亡事例が

この半年は多かったのかなという印象がございます。 

  続いて、１３～１５は省略をいたしまして、１６番の搬送の平均時間と病院選定平均

時間でございます。２５年度は折れ線グラフの選定時間につきまして、一般通報は前年

度比で短くなっておりますが、転院搬送は少し長くなっております。棒グラフの搬送時

間につきましては、一般通報、転院搬送とも、前年度比、若干長くなっております。 

  最後に資料６－３をご覧ください。 
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  こちらは母体救命搬送事例の一覧になっております。昨年の部会では平成２４年の９

月までの事例についてご報告しておりますので、それ以降、２４年１０月から２５年９

月までの１年分を掲載しております。この間の死亡事例は、先ほどご説明した５例と２

例をあわせまして７例となっております。具体的には、２ページ目の２４４番、３ペー

ジ目の２４８番、２５０番、２５３番、５ページ目の２６９番、６ページ目の２７７番、

そして、７ページ目の２８７番の７例となっております。ご参考にご覧いただければと

思います。 

  説明は以上です。 

○楠田会長（東京女子医科大学） ありがとうございます。 

  この母体救命搬送システムは、最初に少し私のほうからもお話ししましたように、妊

婦さんが亡くなるということを契機に、前会長の岡井先生がこのシステムの構築にご尽

力されて、かなり早い時期から動いておるシステムで、こちらのほうもかなり実績が積

まれておりますけれども、この母体救命搬送システムのご報告につきまして、何かご意

見はございますでしょうか。 

  検証部会長の山本先生、何か追加はございますでしょうか。 

○山本委員（産科連絡会） 日大の山本ですけれども、母体死亡例が２４年１０月から７

例と増えたように思うけれども、脳出血とかＣＰＡで送られてきても、対応するすべが

ないような症例とかありまして、その搬送システムが働いていないということが原因で

はなくて、かなり重篤な状態で搬送された症例がこの期間には多かったというようなこ

とを追加したいと思います。ですから、システムそのものは有効に働いているんじゃな

いかと思います。ただ、症例がかなり重篤であったというのが、少しここの２４年１０

月から続いたというのは追加したいと思います。 

○楠田会長（東京女子医科大学） ありがとうございます。 

○杉本会長代理（日赤医療センター） 母体救命の成績としては、期待するようなそうい

う数字よりも少し多いのかなというふうな印象は受けましたけれども、出産年齢が非常

に毎年上がっておりまして、やはりリスクの多い、高い高年齢層の妊産婦さんが背景に

あって、そこで起きる重篤症例ということであれば、年々、ある程度、今の状況では難

しい症例が増えてくるかなというのは大体推測はできるんですけれども、それに対応す

る出産年齢の高い人の妊婦管理あるいは出産時の管理ということをもう少し考えるに当

たって、そういう観点から、年齢構成を考えたこの検証ということをもう少し詰めて見

ることはできないのかなというふうに思いますので、少しご検討をいただきたいと思い

ます。 

○八木事業推進担当課長 ご指摘ありがとうございます。今回、配付いたしました資料も、

一覧のところ、母体の年齢、５歳区分に分けております。これも杉本先生からご指摘い

ただいて分けたところでありますけれども、そういった全体として何人というだけでは

なくて、細かく見ていくということも検討していきたいと思います。ご意見ありがとう
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ございます。 

○楠田会長（東京女子医科大学） これは全部足して、この間の分娩数で割ると、幾らぐ

らいになるんですかね。 

○八木事業推進担当課長 分娩、１年、大体１０万人ぐらい生まれておりますので、スー

パーが始まって４年間で４０万人、１６を４０万で割ると……。 

○楠田会長（東京女子医科大学） １０万出生で４とすると、今、平均は大体それぐらい

ですか。４ぐらいですか。 

○杉本会長代理（日赤医療センター） 全国平均というところだとは思うんです。 

○楠田会長（東京女子医科大学） せっかくだから、全国平均よりも少し下がればという

のはありますけど、ただ、ご指摘があったように、リスクが違うとは思いますので、そ

れを本当は補正しないといけないとは思いますけれども、ただ、山本部会長からのご報

告もありましたように、システムとしては稼働していますけれども、やっぱり症例のほ

うにかなり重篤な原因があった例が多かったということだとは思いますけれども。 

  あと、よろしいでしょうか。 

  それじゃあ、これも本当に重要なシステムですので、今後、またいろんな検証の結果

が反映されていくと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  それでは、続きまして、次はＮＩＣＵのいわゆる長期入院の子供たちをどうするかと

いうようなことで始まったＮＩＣＵ等退院支援検討部会のご報告のほうをお願いしたい

と思います。 

○事務局（佐藤） 平成２５年度より設置いたしましたＮＩＣＵと退院支援検討部会につ

いて、報告させていただきます。 

  私は、救急災害医療課退院支援担当係長の佐藤でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。 

  それでは、資料７をご覧ください。 

  設置までの経過といたしましては、平成２１年度にＮＩＣＵ退院支援検討会を設置し、

平成２２年度から２年間、都立墨東病院を中心とした区東部地域でのＮＩＣＵ退院支援

モデル事業を行い、モデルケースの在宅移行支援を通じて、ＮＩＣＵからの円滑な退院

に向けた取組の支援について検討してまいりました。 

  その成果を踏まえ、以下の三つの体制を構築して事業展開をしております。 

  一つ目は、周産期母子医療センターにおける在宅移行支援体制の強化といたしまして、

入院児支援コーディネーターの配置、在宅移行支援病床の設置です。 

  二つ目は、周産期母子医療センターにおける在宅移行後の支援体制の整備として、在

宅移行支援病床の設置、在宅療養児一時受入支援事業の実施でございます。 

  三つ目は、地域における在宅支援体制の整備として、地域診療所医師、保健師等向け

の在宅移行研修等を実施しております。 

  資料中ほどの設置目的及び主な検討事項をご覧ください。 
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  目的は、ＮＩＣＵから退院できずに長期の入院を余儀なくされる長期入院児の退院を

支援するため、これまで都が進めてきた退院支援の取組を検証し、今後の退院支援の方

策を検討することです。委員の先生方は、学識経験者、団体、周産期や小児の医療施設、

診療所、訪問看護ステーションなどの代表と行政機関の委員等で構成されております。 

  本部会で検討を行う内容は主に三つございます。一つ目は、早期からの在宅移行支援、

院内外の調整・連携を行うＮＩＣＵ入院児支援コーディネーターの配置促進について、

二つ目は、在宅移行支援病床の設置について、三つ目は、在宅移行後の児の受入を行う

在宅療養児受入支援事業の促進についてでございます。 

  右のイメージ図は、退院後の在宅療養を支える仕組みとなっております。 

  下の欄をご覧ください。こちらは参考といたしまして、ＮＩＣＵからの在宅移行児を

含めた在宅療養が必要な小児への支援を行う事業として、今年度から二つの事業が開始

しておりますので、ご説明させていただきます。 

  一つ目の東京都小児等在宅医療連携拠点事業は、地域で在宅療養児を支える体制の構

築に向け、医療・保健・福祉関係者による協議の場の設置や、地域の医療・福祉資源を

把握しながら、連携強化のための研修等を行う国のモデル事業であり、周産期母子医療

センターを持つ都内の三つの病院で開始しております。 

  二つ目は、地域医療再生基金を活用した区市町村への支援です。小児等在宅医療連携

拠点事業が病院側から地域に向けた事業であるのに対しまして、こちらは身近な保健福

祉サービスの担い手である区市町村側から、在宅療養支援の構築を目的として実施する

事業を東京都が支援するものでございます。 

  資料、右側をご覧ください。今年の８月に開催いたしました第１回の部会の検討内容

でございます。内容は主に二つ、ＮＩＣＵ入院児実態調査と在宅移行支援病床に関する

ことです。ＮＩＣＵ入院児等実態調査とは、ＮＩＣＵ入院児の状況や在宅移行支援体制

を把握するために、平成２３年度から皆様のご協力の上で実施している調査でございま

す。平成２４年度は、従来の調査に加えまして、退院した児の状況や退院児に導入され

たサービス等に関しても調査を実施しております。 

  調査結果といたしましては、平成２４年１０月１日時点で、ＮＩＣＵの長期入院児は

７９人であり、平成２３年度の１０４人から減少しております。内訳は、９０日以上半

年未満の入院児が４４人、半年以上１年未満の入院児は１９人、１年以上の入院児は１

６人でした。 

  この調査結果に関する主な意見といたしましては、病院間で在宅移行支援体制に差が

あること。在宅移行した児の状態と比べて、導入された支援サービスが少ない傾向があ

り、理由の分析が必要であること。長期入院となる原因の分析がさらに必要なことなど

が挙げられました。 

  次に、在宅移行支援病床の課題につきましては、設置している病院間で本病床の利用

状況に差があること。急性増悪時の受入が少ないこと。本病床を利用して、在宅移行す
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ることが望ましい児の状況が不明確であることなどが挙げられております。 

  得られました主な意見といたしましては、本事業は国庫補助事業でありまして、国が

規定している補助要件や対象児の設定が厳しく、積極的な参入や活用がしにくいという

ようなこと。本病床を活用して在宅移行が進むには、施設基準を満たすだけではなく、

地域との連携のスキルが病院側に必要であること。一方で、本病床の設置によりまして、

在宅移行が病院の方針として明確となったため、看護師等の認識が変化したというよう

なご意見もございました。 

  以上のようなご意見を踏まえまして、今年度実施いたしておりますＮＩＣＵ入院児実

態調査のほうに、以下のような項目を反映させていただいて、調査を行っているところ

でございます。 

  以上の調査結果等を踏まえまして、今後２年間、４回の開催で、ＮＩＣＵからの在宅

移行支援体制を把握するとともに、課題を抽出し、今後の取組を推進していく方策を検

討する予定でございます。 

  説明は以上です。ありがとうございました。 

○楠田会長（東京女子医科大学） それでは、ＮＩＣＵ等退院支援の検討部会のご報告で

すけれども、何かご意見はございますでしょうか。 

  これはいわゆる周産期医療、もちろん救急医療なんですけれども、そういう救急医療

の後にこういう長期の入院されているお子さんもいらっしゃるので、そういうお子さん

の支援に関しても、この周産期医療体制の整備の中では不可欠だということで、こうい

う検討部会が設けられて、いろいろ検討されているところでございます。 

  部会長であられる細野先生、何か追加はございますでしょうか。 

○細野委員（日本大学） 従来から、この退院できないお子さんが多くて、各病院ごとに

何とかしようということでやってきましたけれども、やっぱり東京都が中心となってこ

ういう取組をしてくださることで、病院全体が考えてくれるという方向に変わりました

ので、特にこの退院支援コーディネーターを設置することによって、それまで医者にか

かった労力がかなり軽減されているという現実はありますし、長期在院患者にかかわら

ず、例えば親の養育の能力が低い方やなんかでも早期介入ができるので、長期在院にか

かわらず、全体的な退院が短くなるような副次効果も出ていますので、ぜひ今後もこれ

を進めていただければと思います。よろしくお願いいたします。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 調査では、長期入院のお子さんが少し減る傾向にある

のではないかという、そういう結果だと思いますけれども、実際に墨東病院のモデル事

業では、その当時、長期入院されていた方の実際に退院が実現したという、そういう実

績もございます。 

  ただ、これは何かすればすぐ解決するという問題ではなくて、やはり長期のずっと持

続的なサポートが要る問題だと思いますので、今後も東京都としても、いろいろ対応を

お願いしたいというところではございます。 
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  ほか、特によろしいですか。 

○杉本会長代理（日赤医療センター） 実態調査の中で、未熟性ということだけに関して

は、出生時の妊娠週数とこの在院日数がどの程度、当然関係しているわけですけれども、

９０日以上になる子の場合には、やはり２８週未満の子供たちがほとんどなのかどうか

という点ですね。 

  それとあと、当然それ以外の奇形などのいろんな合併疾患というのが問題にはなると

思うんですが、長期入院となる原因の分析というのは、そういう内容を調査しようとい

う、そういうことなんでしょうか。 

○八木事業推進担当課長 長期入院となる原因ですね。原因疾患も含めて調査をしており

ます。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 私のほうから少しコメントなんですけど、この長期入

院７９人で、内訳が９０日以上半年未満と、半年以上１年未満と、１年以上というふう

にありますけれども、この９０日から半年は、杉本委員ご指摘のように、圧倒的に早産

児あるいは慢性肺疾患の子供が多いですね。その後は、やはり先天異常がある、あるい

は重度仮死のお子さんがどうしても退院が進まないので、最終的に１年以上になると、

一番のマジョリティーは重度仮死、先天異常という順番になってくると思います。 

○事務局（佐藤） すみません、お待たせいたしました。９０日以上入院しているお子さ

んの在胎週数等は特に調査はしておりません。９０日以上入院しているお子さんの原因

疾患では、低出生体重児が最も多く、次いで慢性肺疾患、気道異常、先天異常症候群の

順となっております。今年度、具体的に退院できない理由を分析するというところでは、

今年度の調査の中に、どうして退院できないのかということを細かく伺う項目を設定し

ております。 

○楠田会長（東京女子医科大学） どうぞ。 

○杉本会長代理（日赤医療センター） それで、ちょっとお伺いしたいのは、この児の側

の要因ということは、ある程度、わかるんですけれども、もう一つ、病院の対応として、

家族などがＮＩＣＵに入院している段階で、いろいろケアに加わっていくというような

ことが、今、盛んに進められておりますので、そうした家族の入院中のかかわりの仕方

といいますか、そういうそのシステムに関することは、こういうところから見えてくる

のかどうかという、そういう調査の内容であるかということをちょっと教えていただき

たいなということです。 

○事務局（佐藤） ご質問ありがとうございます。まず一つ目は、在宅移行支援病床とい

うのを東京都は設置してございますので、そちらのほうでは、基本的な家族の教育等を

行っていただくことになっておりますが、何しろ設置の病院が少ない状況でございます

ので、そちらを設置していない病院については、どのような在宅移行支援の訓練をされ

ているのかというのを伺っております。調査結果を見ますと、全体２８施設の調査を実

施したんですけれども、そのうち５施設が在宅移行支援病床を持っておりまして、残る
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２３施設のうち１８施設で、在宅移行のための外泊訓練、在宅シミュレーション等を実

施しているということがわかっております。今年度、こちらの項目につきましても、引

き続き伺っているところでございます。 

○楠田会長（東京女子医科大学） ご指摘のように、医学的な問題で退院できない方と、

社会的な背景で退院できない方があります。特に、それなりに医療的ケアが必要なので、

その医療的ケアが十分できないと退院できないので、それの教育ということに関しても

重要ですけれども、なかなか現実には難しい問題を含んでおります。 

○板橋委員（新生児連絡会） 親御さんがやっぱり帰りたがらない一つの理由は、やっぱ

り医療的ケアを継続せざるを得ないというのが圧倒的に多いんだと思うんですね。未熟

性の子は、ある程度、成熟していけば帰れますので、医療的ケアを支援するやっぱり体

制がなかなか難しいですね。あとは、幾ら在宅の準備をして帰ったとしても、その後に

安心して診てもらえる医療施設をどうつくるかということのほうがもっと大事で、それ

があれば帰れるというのが親御さんの意見としては多いと思うんですね。ですから、今

後、やはり開業されている小児科の先生方の支援をもう少し積極的に呼び込まないと難

しいのではないかと。周産期の領域の中で終わろうとしても、なかなか難しいだろうと

いうふうには思いますが。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 今、板橋委員が言われたように、在宅支援というのが

重要なキーワードにはなってくると思いますので、都でもそういう研修会等を開催して

いただいておりますけど、本当にそういう啓発というか、いろんなことを周知するだけ

じゃなくて、実際にスキルも、いろんな意味で研修をして伝えていかないと難しいかな

というふうに思います。 

  もちろんいろんな理由で長期入院になる方もいらっしゃるんですけれども、日本重症

心身障害学会の理事であられる倉田委員のほうから何かご意見はございますでしょうか。 

○倉田委員（日本重症心身障害学会） 私の立場から申し上げますと、重症児施設がＮＩ

ＣＵの後方ベッドのほうに位置づけてほしいという要望みたいなのは確かにあるんです

けれども、実際、ＮＩＣＵでなされていたレベルの医療を求められると、それは非常に

難しい。スタッフの数的にも、もう本当に少ないわけですしね。それで、非常に矛盾と

いうか、ジレンマに陥って、気持ちとしては、やはり在宅に行った大変な重症児、結局、

知的にも運動機能も重度なレベルになっている人たちが多いわけですから、面倒を見て

あげなくちゃいけないというのはすごく誰でも感じているんですが、それも実際にでき

るかというのは、恐らくどこの重症児の施設も、ちょっと二の足を踏んでいるという状

態だと思うんですね。ですから、医療的に非常に落ちついた状態にしていただいて、例

えば呼吸器がついていたにしても、あるいは、いろんな医療ケアがあるにしても、ある

程度、落ちついた状態になっていれば、療育機関でもルーチンワークの中に入れること

は可能になってくるだろうと思いますが、すぐ急変するような状態で引き受けるという

のはなかなか難しいと思うんですね。それから、親御さんも、ＮＩＣＵでやっていたと
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同じような医療をこちらのほうに求められると、それは非常に困難だなというふうに思

っております。その辺のところを解決しないと、難しいかなと思っております。 

○楠田会長（東京女子医科大学） ありがとうございます。ご指摘いただいたように、医

療と福祉を一緒にするというか、同じように流れるようにやっていかないとなかなか難

しい。医療側だけではもう解決しない問題だと思いますので、ぜひ、この後、福祉のお

話も出てきますので、東京都の中でもいろいろと福祉を合体して対策をとっていただい

たらと思います。 

  ほか、ご意見はよろしいですか。 

  それじゃあ、この退院支援のほうを終わりまして、次は、その他の報告事項になりま

すので、事務局のほうからよろしくお願いします。 

○八木事業推進担当課長 それでは、木村委員、よろしくお願いいたします。 

○木村委員（都保健所長会） では、東京都西多摩保健所の木村と申します。 

  児童虐待の防止等のための医療機関との積極的な連携及び情報共有の必要性について、

また、区市町村の母子保健事業、地域での取組事例について、簡単にお話しさせていた

だきたいと思います。 

  まず、厚生労働省のほうは「子ども虐待対応の手引き」というのをこの２５年８月に

改訂いたしまして、その改正ポイントの一部でございますけれども、医療機関の関連に

ついて示しております。その中で、児童虐待防止法第５条において、病院や医師に児童

虐待の早期発見の努力義務が課せられており、虐待の早期発見やその後のケアにおいて、

医療機関との連携は、今後、ますます重要になっているということが述べられておりま

す。 

  その中で、特にリスクの高い新生児期の虐待を防止するために、妊娠期からの支援が

必要とされております。この妊娠ということで、特定妊婦の把握ということがございま

す。この特定妊婦ということにつきましては、下にお示ししておりますけれども、児童

福祉法第６条で示されておりまして、出産後の養育について、出産前において支援を行

うことが特に必要と認められる妊婦のことでございます。例といたしまして、既に養育

の問題がある妊婦、要保護児童、要支援児童を養育している妊婦、支援者がいない妊婦、

未婚またはひとり親家庭で親族など身近な支援者がいない妊婦、夫の協力が得られない

妊婦など、また、妊娠の自覚がない・知識がない妊婦、出産の準備をしていない妊婦、

望まない妊娠をした妊婦、育てられない、もしくはその思い込みがある、婚外で妊娠を

した妊婦、既に多くの子供を養育しているが、経済的に困窮している状態で妊娠した妊

婦など、あと若年妊婦、こころの問題がある妊婦、知的な課題がある妊婦、アルコール

依存、薬物依存などでございます。あと、経済的に困窮している妊婦、妊娠届の未提出、

母子健康手帳未交付、妊婦健康診査未受診または受診回数の少ない妊婦でございます。 

  次のページで、要支援児童につきましては、保護者の養育を支援することが特に必要

と認められる児童のことでございます。また、要保護児童につきましては、保護者のな
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い児童または保護者に監護させることが不適当であると認められる児童のことでござい

ます。 

  この２３年７月に厚生労働省の通知で、妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要と

する家庭に係る保健・医療・福祉の連携体制の整備についてということが通知されまし

た。その中で、「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第８次報告）」を

踏まえた対応という通知がありました。その中で、妊娠早期からの支援の必要性という

ことが述べられております。この８次報告の中で、若年妊娠が占める割合といたしまし

ては、死亡事例では４０％、出生の総数では１．３％ですけれども、死亡事例では４

０％、また、低出生体重児が死亡事例では２４．１％、全出生児では９．６％、また、

望まない妊娠・計画していない妊娠の死亡事例の５５．６％ということが示されており

ます。 

  また、大阪産婦人科医会報告から、飛び込み出産につきましては、死産が全国平均の

３倍以上、低出生体重児は全国平均の２倍以上、背景としては、やはり未成年、未婚、

無職等が多いということがございます。また、未受診の理由としては、経済的問題が約

３３％と最も多い理由でございます。 

  このような初産、十代、未婚、経済的問題など養育の困難が予測されるようなリスク

が重なっている親に対して、２歳の時点での虐待の発生率を妊娠中から２歳になるまで

の平均２３回の家庭訪問を重ねた群では、虐待の発生率は４％、家庭訪問をしなかった

同じリスクのあるコントロール群につきましては１９％という報告もございます。この

ような妊娠期からの家庭訪問が有意に虐待を予防するということが報告されているとこ

ろでございます。 

  また、先ほどの第８次報告書より、児童相談所及び市区町村と医療機関との積極的な

連携及び情報共有の必要性が示されております。そのような中で、児童虐待の防止等の

ための医療機関との連携強化に関する留意事項というのがございます。 

  医療機関との連携強化に関する留意事項の要旨につきましては、医療機関は、妊産婦

や児童、養育者の心身の問題に対応することにより、要保護児童や養育支援を特に必要

とする家庭（要支援児童または特定妊婦のいる家庭をいう。）を把握しやすい立場にご

ざいます。 

  児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応のためには、児童相談所及び市区町村の児

童福祉・母子保健等の関係部署等が、医療機関（小児科を初め、産科や精神科、歯科等

の妊婦や児童、養育者が受診する医療機関）と積極的に連携することが重要であるとい

うふうに述べられております。 

  この中で、医療機関から児童相談所または市区町村への情報提供に係る守秘義務、個

人情報保護との関係でございますけれども、医療機関は、医師等の医療従事者の守秘義

務や個人情報保護との関係から、児童相談所または市区町村への情報提供について消極

的になる場合がございます。このような情報提供に当たっては、可能な限り患者の同意
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を得ることが基本ではございますが、同意がない場合でも、児童虐待の防止や対応のた

めに必要かつ相当な範囲で行うことは基本的に法令違反とはならないとされております。 

  また、第８次報告書より、虐待の発生及び深刻化を予防するため、要支援児童や特定

妊婦の家庭など、養育支援を特に必要とする家庭への早期からの支援が必要であること

を示しておりまして、養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援についてというこ

とが通知されているところでございます。 

  また、その「子ども虐待対応の手引き」の中で、虐待に至るおそれのある要因・虐待

のリスクとしての留意すべき点として、先ほどの特定妊婦と重なるところはございます

けれども、まず、保護者側のリスクの要因といたしましては、妊娠そのものを受容する

ことが困難（望まない妊娠）、若年の妊娠、子供への愛情形成が行われていない（妊娠

中に早産等何らかの問題が発生したことで胎児への受容に影響がある。子供の長期入院

など）がございます。また、マタニティーブルーズや産後鬱病等精神的に不安定な状況

がございます。 

  保護者側のリスクの要因としては、さらに性格が攻撃的・衝動的、あるいはパーソナ

リティの障害、精神障害者、知的障害者、慢性疾患、アルコール依存症、薬物依存もご

ざいます。また、保護者の被虐待経験、育児に対する不安、育児の知識や技術の不足、

体罰容認などの暴力への親和性、特異な育児観、脅迫的な育児、子供の発達を無視した

過度な要求と、いろいろございます。 

  また、子供側の要因につきましては、次のページでございますけれども、乳児期の子

供、あと未熟児、障害児、多胎児、保護者にとって何らかの育てにくさを持っている子

供。 

  また、養育環境のリスクの要因といたしましては、経済的に不安定な家庭、親族や地

域社会から孤立した家庭、未婚を含むひとり親家庭、内縁者や同居人がいる家庭、子連

れの再婚家庭、転居を繰り返す家庭、保護者の不安定な就労や転職の繰り返し、夫婦間

の不和、配偶者からの暴力等不安定な状況にある家庭などがございます。 

  その他虐待のリスクが高いと想定される場合は、妊娠届出が遅い、母子保健手帳の未

交付、妊婦健康診査の未受診、乳幼児健康診査未受診、あと飛び込み出産、医師や助産

師の立ち会いがない自宅分娩、あと兄弟への虐待歴、関係機関からの支援の拒否等、い

ろいろございます。 

  ということで、いろいろ医療機関と自治体との連携が必要ということが言われている

ところでございます。 

  自治体での母子保健事業についてでございます。 

  一番下の表でございますけれども、自治体につきましては、「体系的」で「重層的」

な市区町村の母子保健事業を行っておりまして、市区町村では、まず妊娠届の提出から

母子保健手帳の交付、妊婦健康診査公費の負担、１４回がございます。その後、新生児

訪問、あと３～４カ月健診、いろいろその他重層的なフォローの仕組みがございます。 
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  その次に、地域での取組事例でございます。この２４年度西多摩圏域の周産期医療・

母子保健連絡会というのをつくりまして、そのような中で、議題として「周産期医療と

地域の母子保健事業の連携」ということで、このような会を開きました。そのような中

で、市区町村の母子保健担当課と、それから病院との連携で、お互いに窓口を連絡体制

をとるということをこの会の中でしたところでございます。 

  以上でございます。 

○楠田会長（東京女子医科大学） ありがとうございます。 

  都保健所長会代表の木村委員から、母子保健に関する情報提供をいただいたところで

すけど、追加でお願いします。 

○八木事業推進担当課長 ちょっと補足させてください。今回、木村先生に、これ、ご報

告いただいたきっかけでもあるんですけれども、こちら、今回、虐待という切り口で特

定妊婦のお話をしていただきましたが、区西北部のほうの連携会議のほうに、私、出席

したとき、お母さんの性格が精神病というわけじゃないんだけれども、少し不安定だっ

たり、また、育児不安があるということで、なかなか在宅に帰せないような事例もある

というような、そんな話を聞いておりまして、そういったことの手助けとして、保健師

の方々、地域の保健部門と連携することによって、退院支援なんかにも使えるようなツ

ールになるのかなということで、今回、報告のほうをしていただいております。 

  各ブロックにおかれましても、連携会議等されているかと思います。既に保健所等を

会議のメンバーとして呼んでいただいているところもありますし、また、そうじゃない

ところもあります。もしよろしければ、ＮＩＣＵ、病院が医療なんですけれども、そこ

からの退院、また、地域への生活というのを見込んだときに、保健部門との連携という

のは大変重要なことになってくるかと思いますので、参考にしていただければというふ

うに思います。 

  以上です。 

○楠田会長（東京女子医科大学） ということで、周産期医療、先ほど言いましたけれど

も、救急医療ではありますけれども、それ以外の部分も大きなウエートを占めておりま

すので、医療プラス福祉、あるいは、こういう保健行政というようなものとやはり協力

がないと進まないというふうに思いますので、ぜひご意見があればお願いしたいと思い

ます。 

○杉本会長代理（日赤医療センター） 母子保健事業のいろんな面からの虐待防止対策、

とても大事だと思います。私は、病院の虐待防止の委員会におりまして、いろいろ事例

報告を聞いていますと、この母子保健事業だと、どうしても対象は母親になるんですけ

れども、実際、虐待の加害者という観点では、父親、パートナーというのが、かなり加

害者として実際には多いなという印象ですね。それとあと、私たち、余り日ごろ、気が

つかないですけれども、施設の職員による虐待というような事例も入っておりました。

そういうことでは、この母子保健事業だけでは虐待の全体像というところはなかなか捉



－31－ 

え切れないなという印象がありますので、せめて、施設の職員は、これはまた別の問題

ですけれども、パートナーあるいは父親に対する何らかのアプローチというのが、周産

期の領域からでき得るんだろうかというのは、私、今ちょっといろいろ課題として考え

てはいるんですけど、この点に関して、何か今、保健所の方々からコメントをいただけ

るとありがたいと思いますけど、いかがでしょうか。 

○木村委員（都保健所長会） 行政、自治体が、その防止につきまして把握するときに、

もちろん家族ということで、その父親あるいはパートナー、あるいは未婚の方も含めて

ですけれども、については、当然把握いたしますので、その中でアプローチして、それ

ぞれ難しいと思うんですけれども、アプローチしているところではございます。 

○倉橋荒川区保健所長（成田委員代理） 特別区の状況、同様でございますけれども、母

子保健の中で健診等が、特にこういうＮＩＣＵにかかわるお子さんたちというのは、入

院等の理由で未受診になるんですね。だから、そういうようなところで、フォローを徹

底するというのがまず第一で、それで、そこで情報を得る。そして、今ご指摘があった

ように、父親あるいはパートナー等の特殊な状況の場合は、情報を得た上で、そういう

ことが想定される場合には、個別対応ということで、特別な支援体制というものをでき

る限り、知り得る限り、とるようにしているところではございます。ただ、それがなか

なか全例を徹底するというのが難しゅうございますので、その月齢数の少ない時期、そ

して、このような特別な例においては、特に後日の確認、どうなって、どういう状況に

なっているのかというのを徹底してやっているところでございます。 

○板橋委員（新生児連絡会） 基本的にＮＩＣＵでは、結局、ファミリーセンタードケア

をやっているわけですので、家族がどういう状況になっているのかというのは、常にナ

ーシングスタッフが中心ですけれども、確認しているはずなんですね。それを退院のと

きには最寄りの保健所とか保健センターに連絡票として提出していることが多いので、

それを取っかかりに、またフォローしていただくというようなことはできるんではない

かと思いますし、面会状況、例えばお父さんのことで面会の状況を見れば、お父さんは

ほとんど来ないとか、母乳を朝に届けてくれないとか、いろんなことが情報はやっぱり

出てきますので、そういったものを医療機関と、今度は行政側のうまい連携がとれれば、

虐待を最小限に防げる可能性はあるんじゃないかなというふうには思いますけれども。 

○落合委員（東京産婦人科医会） 医会としましても、この虐待防止、特にこの０歳児の

虐待防止が大変大きなテーマで、今、取り組んでいる最中なんですけれども、先ほど委

員が指摘されたような特定妊婦に対して医療機関がかかわる、これは非常に大事な切り

口なんですけれども、大事な点は、未受診というものに対してどうやってかかわってい

くかということなんですね。母子手帳の未発行、未受診、こういった人たちに対して、

どうやってその特定妊婦として取り上げていくか。やはりそうしますと、行政もかかわ

りにくい。一番の現場としては、妊娠診断薬を買うような、そういうような現場で何か

ピックアップできないだろうか。そういったところが非常に特定妊婦、特にそういった
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未受診妊婦を引っ張ってくるところの大きな問題点かなと、そんなふうに思っています。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 未受診妊婦に関しましては、先ほど大阪府医師会の報

告もありまして、それから先ほどのコーディネーターの報告でもありましたように、一

定数というか、相当数と言ってもいいのかもしれませんけど、それなりの数があります

ので、なかなか難しい問題だとは思いますけれども、これは産婦人科医会としては、何

か対応策というのはございますか。 

○落合委員（東京産婦人科医会） ですから、医療機関にかかわってくれば、そういった

人たちを要対協やなんかを通じてかかわっていくということができるんですけれども、

実際にその医療現場に来ないわけですから、そういった人たちをどうやって管理してい

くかというのは非常に難しいんですね。 

  行政の中では、例えば中野区ですとか、そういった新宿区もそうです。幾つかの区で

は、試行的に薬局にお願いして、この買う人たちに妊娠ＳＯＳのこういうリーフレット

を渡していると。それをホットラインで相談窓口にしていると、そういう取組をしてい

るところはございますけど、なかなかそれがうまく行き渡っているとは言いがたいとこ

ろもありますけれども。 

○楠田会長（東京女子医科大学） なかなか難しい問題だとは思いますけれども。 

○岩下委員（杏林大学） この話題にちょっと関連するんですけれども、前、多摩ブロッ

クで問題になったのは、ここに光山先生もいらっしゃいますけれども、いわゆる精神科

疾患合併の妊婦さんなんですけれども、なかなか精神科と、それから産科を両方併設し

ているところがなくて、そういう方が周産期センターのほうに紹介で来られる。閉鎖病

棟みたいなのがあればいいんですけれども、外来だけの精神科と産科の連携だけで済む

患者さんはいいんですが、それ以上の入院、精神科疾患で入院が必要な患者さんをいか

に産科で管理していくかというのは非常に難しい問題があって、できればこの協議会で、

都のほうとしても、どういう施設と連携をとれるのかというようなことをちょっと検討

していただければありがたいんですが。 

○八木事業推進担当課長 ご意見として承らせていただきます。 

○楠田会長（東京女子医科大学） 多分、今日、情報提供、貴重な情報をいただきました

ので、実は退院支援の研修会のときにも、保健所の方からご指摘を受けたんですけれど

も、もっと情報を、我々、医療機関が保健所のほうに早く確実に出してくださいという

ご意見もあったので、我々としては、保健所のほうでいろんなことを実際にやっていた

だいておりますので、先ほど言ったように、医療だけじゃなくて、福祉、行政を一緒に

やっていくためには、あらゆる医療機関が積極的にコンタクトして、情報を出していく

ということが、今後のいわゆる共同作業の中では必要だというふうに思います。そうい

う意味も含めて、今日、情報提供いただきましたので、多分なかなか、今日、すぐこれ

で解決策が見つかるというわけにはいきませんけれども、こういう問題も周産期に含ん

でおりますし、やはり医療だけでなくて、両方が合体したものが必要だということを認
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識していただければというふうに思います。 

  もし、ほか、ご意見がなければ、少し時間のほうも押しておりますので、その他の最

後で、残りの資料の報告のほう、事務局のほう、お願いしたいと思います。 

○事務局 それでは、かいつまんでご説明のほうをさせていただきます。参考資料１をご

覧ください。 

  こちらは、周産期母子医療センター等の現況でございますが、前回からの変更点とし

ましては、昨年の協議会でご協議いただきまして、公立昭和病院が今年の４月から周産

期連携病院から地域周産期母子医療センターに移行してございます。また、ＮＩＣＵの

病床数なんですけれども、下の周産期連携病院の多摩地区にございます国家公務員共済

組合連合会立川病院が７月に３床新設をしておりまして、現在、計２９４床という状況

でございます。 

  続きまして、参考資料２～４は飛ばさせていただきまして、参考資料５が２４年度の

患者取扱実績となっております。こちら、産科の状況なんですけれども、右側の網かけ

のところにございますが、分娩件数が２４年度、年間２万５，５５８件、搬送の件数な

んですけれども、要請が３，９７０件、受入が１，９９９件ということで、どちらも増

えているという状況です。 

  また、左側になりますけれども、他県からの受入状況ですけれども、合計１８７件の

受入をしておりまして、神奈川が３４、千葉が１４、埼玉が１３６という状況でござい

ます。 

  １枚おめくりいただきまして、ＮＩＣＵの状況でございますけれども、こちらは右側

にございますが、新規入院患者数は８，４１４人ということで、新生児搬送の要請受入

につきましては、１，８３９件の要請に対しまして１，５７６件の受入となっておりま

す。 

  他県からの受入状況につきましては、左側にございますが、全体で１２７件、神奈川

が３０、千葉が２６、埼玉が５９件という状況でございます。 

  また、１枚おめくりいただきまして、周産期連携病院の搬送受入状況でございますが、

分娩件数が左側の上のほうにございますが、６，８５１件、搬送につきましては６８０

人の受入ということで、そのうち他県からの受入が２５件となっております。 

  続いて、２５年度の実績が参考資料６にございます。こちらなんですけれども、まず

右側のほうの分娩件数につきましては１万３，６７９件ということで、この半年の実績

としましては、昨年度比で約１，０００件増えているという状況、搬送受入の状況につ

きましても、要請が２，１４９件、受入が１，０７７件、一方、他県からの受入状況が

左にございますが、全体で７４件となっておりますけれども、神奈川、埼玉からの受入

件数については減少しておりまして、トータルでも昨年同期比で３２件減少していると

いう状況です。 

  また、１枚おめくりいただきまして、ＮＩＣＵの状況なんですけれども、新生児搬送
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の要請件数が１，０８９件、受入が８８１件ということで、こちらも両方とも、昨年同

期比と比べまして増加しております。他県からの受入状況につきましては、合計５１件

ということが左にございますけれども、こちらも神奈川県、埼玉県からの受入について

は、前年同期比で減少しているという状況です。 

  最後に、周産期連携病院の状況ですが、２５年度上半期、分娩件数は３，２０５件、

受入件数は２７５人ということで、あと他県からの受入が４件ということですけれども、

どれも昨年度比では減少しておりますが、これは公立昭和病院が地域周産期に移行した

結果、施設数が減少している影響かなと考えております。 

  簡単ですが、説明は以上です。 

○楠田会長（東京女子医科大学） それでは、実績報告に関しまして、何かご意見あるい

はご質問はございますでしょうか。 

  まだ東京都では、２４年度の実績を見ていますと、この周産期医療のいわゆる需要と

いうのはまだ高い状況で、一部増えていると。それは、決して都外から来ているわけで

はなくて、都内でもやはり需要が増えているというような、そういう状況のようでござ

いますけれども。 

  よろしいですか。 

  じゃあ、この資料はお持ち帰りいただいて、もし不明な点がございましたら、また事

務局のほうにお問い合わせしていただいたらと思います。 

  一応本日の協議会のほうの議題と報告事項は以上ですけど、もしご発言が何かありま

したらお受けしますけど、よろしいですか。 

○藤井委員（東京大学） 私、今日、初めて参加させていただいて、最初に神奈川県との

広域搬送の話が出て、ただ、私、関東連合の産婦人科学会のほうでやってみますと、圧

倒的に足りないのは埼玉県であるし、最後の資料を見ても、埼玉県からたくさん来てい

るわけですね。先ほどの東京と神奈川でも、要するに、産科医療が比較的余裕があるの

はもう東京都だけですので、東京から神奈川に行くのはゼロ、ある意味では当たり前で、

多分受け入れるだけなんですね。余り東京都についてはメリットがあるかどうかは議論

していないにしても、神奈川を試行しているわけですけれども、これを今後、ほかの特

に埼玉とか、千葉とか、そういうところに拡大していく予定というのはあるんでしょう

か。 

○事務局 今、具体的には動いているのは、埼玉県等の関係で、試行という形で相互に受

入体制を確保するという形ではなく、埼玉県で受け入れられない場合に、東京都の空き

情報を一方的に提供しているという、そういった取組をしておるところであります。こ

れ、今年の４月１日までという期限に定めて実施しておりますので、この後、今後の対

応について検討をしていきたいと思っていますが、具体的にどうするというところは、

まだ決まっておりません。 

○楠田会長（東京女子医科大学） ご指摘のとおりで、かなり都外から入ってきておりま
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すけど、それはそれで、また東京都としての多少そういう立場上の責任というか、そう

いうのもあるかとは思います。 

  ほかは。 

○八木事業推進担当課長 ちょっと補足させていただきますと、やはり周産期の受入体制

というのは、やはり身近な地域で、各自治体、都道府県単位で責任を持って整備すると

いうことが基本となっておりますので、原則はそういったところ、そういった中で、相

互に助け合って、東京都の周産期体制の強化に資するようなものであれば、相互の連携

体制をつくっていくというのが基本的な考え方ではあります。 

○楠田会長（東京女子医科大学） よろしいでしょうか。 

  それじゃあ、これ、第１回ではありますけれども、２５年度の第１回の周産期医療協

議会を終わりたいと思いますが、少し事務局のほうから連絡事項をお願いします。 

○八木事業推進担当課長 楠田会長、ありがとうございました。また、委員の先生方も、

長時間、また、会議の議題が数多く、大変申しわけございません。そういった中、ご議

論いただき、ありがとうございました。 

  事務連絡なんですけれども、お車でお越しの委員の方がいらっしゃいましたら、駐車

券の準備が事務局のほうにございますので、お声かけをいただければと思います。 

  また、今日、ご発言していただいた委員の方、また、手元に持ち帰った資料で不明な

点等ございましたら、事務局のほうにお問い合わせ、ご意見いただければと思います。

ありがとうございました。 

○楠田会長（東京女子医科大学） それでは、協議会を終わりたいと思います。 

  どうもありがとうございました。 

（閉会 午後８時０６分） 
 


